様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021年　8月　2日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ぷろぱてぃえーじぇんと
                 一般事業主の氏名又は名称 プロパティーエージェント株式会社
（ふりがな） なかにし　せい
                              （法人の場合）代表者の氏名 中西　聖 　  印　
住所　〒163-1341
東京都新宿区西新宿6-5-1 新宿アイランドタワー41階
法人番号　3011101036771　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年3月期第4四半期決算説明資料
2021年3月期第2四半期決算説明資料

	公表日
	2020年　5月 27日
2020年　11月 17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表場所：
当社ホームページ IRニュース
https://www.propertyagent.co.jp/ir/irnews#

記載箇所：
2020年3月期第4四半期決算説明資料
記載箇所・ページ：25-28、37、42頁
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/3ef283c6/3603/4540/8395/f4d56761b4d3/140120200527426584.pdf

2021年3月期第2四半期決算説明資料
記載箇所・ページ：43-55頁
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/905dc68e/bd10/4cb0/9305/6cdaaf2548aa/140120201117425538.pdf

	記載内容抜粋
	・当社が所属する不動産業界の環境悪化を考慮した社内業務のDX化の推進
・顔認証IDプラットフォーム事業によるDX事業展開

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営会議で承認された内容をIR情報として公開しています。
＜補足説明＞
経営会議とは、取締役及び各部門責任者による当社経営方針や中長期的な課題解決を行う会議であり、月に1回開催される会議である。基本的に重要議案は取締役会での承認を必要としており、それ以外の経営方針や事業方針等は取締役会からその承認の委任を受けた会議体となります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	子会社の設立について
2021年3月期第2四半期決算説明資料
2021年3月期第4四半期決算説明資料

	公表日
	2020年　8月　6日
2020年　11月　17日
2021年 5月　10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・子会社の設立について
公表場所：当社IRページ
題名：子会社設立に関するお知らせ
記載箇所・ページ：1頁、1．子会社の設立について
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/1300898d/c1a9/4b4f/b2f1/60be12c8dad4/140120200806476149.pdf

・2021年3月期第2四半期決算説明資料
公表場所：当社IRページ
題名：2021年3月期第2四半期決算説明資料
記載箇所・ページ：45～54頁
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/905dc68e/bd10/4cb0/9305/6cdaaf2548aa/140120201117425538.pdf

・2021年3月期第4四半期決算説明資料
公表場所：当社IRページ
題名：2021年3月期第4四半期決算説明資料
記載箇所・ページ：26～34頁
特に、33項に示す通り、顔認証IDを使ったSmartCity化構想についてご確認下さい。
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/9cef856b/47a8/4f6d/866c/2c10eb22a642/140120210510409793.pdf

	記載内容抜粋
	顔認証IDプラットフォーム事業を展開するにあたり、３C戦略を公表済み
３Cとは会社（Company）、住居（Condominium)、街（City)に展開することでSmartCity化を目指すものである。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営会議で承認された内容をIR情報として公開しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・100％子会社DXYZ株式会社を設立し、顔認証IDプラットフォーム事業を推進していく。

・子会社の設立について
公表場所：当社IRページ
題名：子会社設立に関するお知らせ
記載箇所・ページ：1頁、1．子会社の設立について
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/1300898d/c1a9/4b4f/b2f1/60be12c8dad4/140120200806476149.pdf

・DX事業を推進していくために、グループ企業の追加について
公表場所：当社IRページ
題名：アヴァント株式会社の第三者割当増資を総数引受
同社をグループ会社化 
記載箇所・ページ：1項
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/bf0e1882/478f/4df1/9ade/e7e229530a5f/140120210107441705.pdf

・グループ企業Avantと今後DX推進とFreeiDの開発でシナジー強化
公表場所：当社IRページ
題名：2021年第4四半期決算説明資料
記載箇所・ページ：35-36頁
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/9cef856b/47a8/4f6d/866c/2c10eb22a642/140120210510409793.pdf

	記載内容抜粋
	・100％子会社DXYZ株式会社を設立し、顔認証IDプラットフォーム事業を推進していく。
・DX事業を推進していくために、Avant株式会社をグループ企業に追加し、同社が持つは、クラウドやAI等を活用したシステム開発、最先端技術の研究に関する知見と当社が進めるDXとのシナジーの発揮を目指す。
・DX推進に向けた体制強化として、更なるM&Aも視野に入れた取組開始



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	IR公開情報、「IT重説」累計327件実施
記載箇所：IR公開情報、2021年3月期第2四半期決算説明資料、30-34頁

	記載内容抜粋
	・IT重説の利用を推進し、対面での重要事項説明の労力及び手間の削減を実施中
・不動産クラウドファンディングにおいて、無駄な紙書類のやり取りを全て電子化し、会員数や累計出資金額が増加中。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社ホームページ　DX推進への取り組み
2021年3月期第2四半期決算説明資料

	公表日
	　当社ホームページ　
2021年　7月　  9日公開　
2021年3月期第2四半期決算説明資料
2020年　11月　17日公開

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ　以下サイトにて公開
https://www.propertyagent.co.jp/company/dxpromotion

当社ホームページIR情報にて公開
題名：2021年3月期第2四半期決算説明資料
記載箇所・ページ：57-58頁に2025年目標を記載

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS08102/905dc68e/bd10/4cb0/9305/6cdaaf2548aa/140120201117425538.pdf


	記載内容抜粋
	
企業価値創造に係る指標として、2025年度目標として
売上高 : 1,000億円、時価総額 : 1,000億円を掲げております。
この目標に対し、モニタリング対象とする財務指標を売上高と営業利益としております。
この財務指標を達成すべく、デジタル技術を活用し、成長戦略と構造改革に取り組んでおります。

成長戦略：新規事業創出と営業活動効率化による売上高と利益の増加を目指す。

１．新規事業創出による売上高 + 利益増
  取組①新事業として、顔認証IDプラットフォーム事業 (サービス名 : FreeiD)を事業化し推進中
FreeiDについてはIDプラットフォーム事業のため3年後に会員数100万人超のKPIを社内事業計画として設定
  取組②不動産クラウドファンディング事業 (サービス名 : Rimple)を事業化し推進中
　
２．営業活動の効率化による売上 + 利益増
  取組①Zoom商談、IT重説、電子契約等の活用によりコロナ禍でも営業機会ロスを撲滅し、18期連続増収・増益を実現

構造改革：アナログ管理 → デジタル管理にシフトさせ、工数 + 物理コストの削減により一人当たりの生産性を向上させることによる売上高及び利益率の向上を目指す。
　取組①SFAツールを最適化し、情報の一元管理を行うことで、一人当たりの生産性を1.5倍にする。
　取組②手作業で行っている不動産買取査定をデジタル技術を用いた自動化システムを用いることにより、一人当たり生産性を2倍にする。
  



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2021年　5月　10日


	発信方法
	当社ホームページ、トップメッセージに掲載
https://www.propertyagent.co.jp/ir/management

	発信内容
	・顔認証「FreeiD」の本格始動、全てが顔認証で入場解除が可能なマンションをリリース。
・マンションのみならず、オフィス受付・エントランスセキュリティやホテルチェックイン・アウト、決済サービス、施設入場制限などあらゆる業界での検討を進めており、引き続き、「行く行くはMaasインフラの一つとする」ことを目標に1億総顔認証時代の幕開けをDXYZ株式会社が切り拓くべく、事業活動をしています。
・クラウドやAI等を活用したシステム開発、最先端技術の研究開発を行うグループ会社Avantとシナジーを発揮して、DX推進やFreeiDの開発を行います。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年 12月頃　～　2021年  1月頃


	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」を提出いたします。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2020年 12月　～　現在

	実施内容
	サイバーセキュリティに関する対策の概要
・情報セキュリティの基本方針を定めています。
・当社代表取締役を中心とした取締役会議でサイバーセキュリティ対策の方針を決定し、CISOを任命、CISOは情報セキュリティ管理委員会とCSIRTからなる情報セキュリティ統括組織を構築しています。
・従業員が遵守すべき「情報セキュリティポリシー」を制定し、定期的な教育を行っています。
・インシデント発生時には、情報セキュリティ統括組織が影響度に応じた素早い対応を実施いたします。
・情報セキュリティ監査基準を定め定期的な脆弱性診断を行っています。

サイバーセキュリティ対策の概要については当社ホームページにも記載をしています。
https://www.propertyagent.co.jp/security

監査の概要
サイバーセキュリティ経営ガイドラインを踏まえて定期内部監査（年2回、9月、3月）に実施を行っています。





（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

